
本年度予算額 前年度予算額 比較 国庫支出金 県支出金 地方債 その他の財源 一般財源 経 費 内 訳

28,384 30,703 △ 2,319 0 4,308 0 0 24,076 農業委員会委員報酬 10,684千円
30 農林水産業費
5 農業費  ・職務代理  @34,800円×12月×1人
1 農業委員会費  ・農業委員  @29,000円×12月×13人

 ・推進委員  @29,000円×12月×15人
農業委員会委員費用弁償 1,412千円
 ・定例農業委員会、県内研修、農地パトロールほか
        @2,600円×16回×30人
 ・非農地調査 @2,600円×1回×15人
 ・農業相談  @2,600円×2人×24回

80千円
10千円

一般職給与、共済費ほか人件費 13,017千円
職員研修旅費 144千円
嘱託職員賃金、雇用保険ほか人件費(9月分) 2,065千円
需用費 416千円
 ・消耗品費  285,000円
 ・印刷製本費(農委だより)  131,000円
役務費(通信運搬費) 158千円
負担金 398千円
 ・県農業会議負担金  274,000円

 ・職員研修参加負担金(2人)  70,000円
 ・県農業委員会女性行議会  6,000円

477 527 △ 50 0 0 0 450 27
30 農林水産業費
5 農業費 嘱託職員賃金(3月分) 429千円
2 農業総務費 消耗品(加入推進パンフ) 48千円 (独)農業者年金基金からの業務委託により町内農業者の年金加入・需給手続き及び加入推

進業務を行い、町内農業者の老後の生活安定や経営の若返りによる合理化・規模拡大などに
資する。
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（単位：千円）

 Ｈ２９年7月から新たな農業委員会制度に移行した。新たに設置された農地利用最適化推
進委員と農業委員が協働して、鳥取県農業農村担い手育成機構や関係団体と連携し、農地中
間管理事業を最大限に活用した取り組みを展開する。新法が目指す農地利用の最適化・担い
手への農地集積や新規参入の促進を行うとともに、遊休農地発生防止や解消に努める。


